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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　三次元形状にプリフォーム成形される加飾成形用シートであって、
　平均繊度０．００１～１ｄｔｅｘの極細繊維を含む不織布と前記不織布に付与された高
分子弾性体とを含み、皮革様仕上面を有する人工皮革基体と、前記人工皮革基体の前記皮
革様仕上面に対する裏面に形成された塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体を含む樹脂層と、
を備える加飾成形用シート。
【請求項２】
　前記塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体中の酢酸ビニル単位の含有率が５～２５モル％で
ある請求項１に記載の加飾成形用シート。
【請求項３】
　前記塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体のガラス転移温度が６５～８５℃である請求項１
または２に記載の加飾成形用シート。
【請求項４】
　前記樹脂層の目付が５０～１００ｇ／ｍ2である請求項１～３のいずれか１項に記載の
加飾成形用シート。
【請求項５】
　前記人工皮革基体は前記高分子弾性体を１０～４０質量％含む請求項１～４のいずれか
１項に記載の加飾成形用シート。
【請求項６】
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　前記高分子弾性体はポリウレタンである請求項１～５のいずれか１項に記載の加飾成形
用シート。
【請求項７】
　前記皮革様仕上面は、前記極細繊維を起毛させた起毛面である請求項１～６のいずれか
１項に記載の加飾成形用シート。
【請求項８】
　前記皮革様仕上面は、前記人工皮革基体の表面に積層された樹脂層である請求項１～６
のいずれか１項に記載の加飾成形用シート。
【請求項９】
　前記極細繊維が、ナイロンの極細繊維を含む請求項１～８のいずれか１項に記載の加飾
成形用シート。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の加飾成形用シートを三次元形状に賦形したプリフ
ォーム成形体。
【請求項１１】
　樹脂成形体と、前記樹脂成形体の表面に配された表皮層とを備え、
　前記表皮層が請求項１～９のいずれか１項に記載の加飾成形用シートである加飾成形体
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂成形体の表面に皮革様の外観を付与するための加飾成形用シート、それ
を賦形したプリフォーム成形体、及び加飾成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話，モバイル機器，家電製品の筐体や、車両，航空機等の内装部品、建材、家具
等の外装部材として、真空成形、圧空成形、熱プレス成形、インモールド成形（インサー
ト成形とも称する）等により樹脂成形体の表面を加飾するために用いられる加飾成形用シ
ートが知られている。
【０００３】
　例えば、下記特許文献１は、裏面に塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体を塗布した不織布
をプリフォーム成形し、得られたプリフォーム成形体を用いてインモールド成形によりポ
リカーボネートを射出して加飾成形体を製造したことを開示する。また、下記特許文献２
は、裏面に塩化ビニルを塗布した極細繊維の不織布をプリフォーム成形し、得られたプリ
フォーム成形体を用いてインモールド成形により加飾成形体を製造したことを開示する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－２７６３６６号公報
【特許文献２】特開２０１３－１３２７８３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述のように、従来、不織布を含むシートを予備成形したプリフォーム成形体を、イン
モールド成形に用いて樹脂成形体の表面に一体化させた加飾成形体が知られていた。しか
し、従来の不織布を含むシートを予備成形したプリフォーム成形体は、プリフォーム成形
体を製造する際の賦形性に乏しく、プリフォーム成形後に形状を正確に保形しにくく、形
態安定性が低かった。そのために、プリフォーム成形体を、インモールド成形に用いられ
る金型に収容したときに、インモールド成形の金型のキャビティの形状に正確に沿わない
ことがあった。その場合には、インモールド成形により成形される樹脂成形体の目的とす
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る領域からずれた位置でプリフォーム成形体が一体化されることがあり、位置精度が低い
という問題があった。
【０００６】
　また、インモールド成形により樹脂成形体を成形する際の溶融樹脂がプリフォーム成形
体と接触したときに、流動する溶融樹脂がプリフォーム成形体の表面にせん断力を与える
ことにより、例えば、樹脂成形体のウェルドラインが形成される部分等でプリフォーム成
形体が縮む方向に力が付与されてシワを発生させることがあるという問題もあった。さら
に、樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の接着性が不充分であるという問題もあった
。
【０００７】
　本発明は、不織布を含むシートを予備成形したプリフォーム成形体を、インモールド成
形に用いて樹脂成形体の表面に一体化させた加飾成形体を製造する場合において、上述し
た、プリフォーム成形後の形態安定性、樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の位置精
度、及び樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の接着性の問題を解決できた、加飾成形
用シート、それを賦形したプリフォーム成形体、及び加飾成形体を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一局面は、平均繊度０．００１～１ｄｔｅｘの極細繊維を含む不織布と不織布
に付与された高分子弾性体とを含み、皮革様仕上面を有する人工皮革基体と、人工皮革基
体の皮革様仕上面に対する裏面に形成された塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体を含む樹脂
層と、を備える加飾成形用シートである。このような加飾成形用シートは、プリフォーム
成形性及びプリフォーム成形後の形態安定性に優れる。また、プリフォーム成形してイン
モールド成形に用いた場合に、樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の位置精度、及び
樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の接着性に優れる。
【０００９】
　また、塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体中の酢酸ビニル単位の含有率は５～２５モル％
であることが、プリフォーム成形した場合の形態安定性，加飾成形体を成形した場合のプ
リフォーム成形体の位置精度及び接着性のバランスに優れる点から好ましい。
【００１０】
　また、塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体のガラス転移温度が６５～８５℃であることが
、プリフォーム成形した場合の形態安定性，加飾成形体を成形した場合のプリフォーム成
形体の位置精度及び接着性のバランスに優れる点から好ましい。
【００１１】
　また、樹脂層の目付が５０～１００ｇ／ｍ2であることが、形態安定性，プリフォーム
成形体の位置精度及び接着性のバランスに優れる点から好ましい。
【００１２】
　また、人工皮革基体は高分子弾性体を１０～４０質量％含むことが、プリフォーム成形
体を製造した場合の形態安定性にとくに優れる点から好ましい。
【００１３】
　また、高分子弾性体はポリウレタンであることがプリフォーム成形体の賦形性や形態安
定性に優れ、また、優れた皮革様の風合いを維持する点から好ましい。
【００１４】
　また、皮革様仕上面としては、極細繊維を起毛させた起毛面や、人工皮革基体の表面に
積層された樹脂層であることが皮革調の外観が得られる点から好ましい。
【００１５】
　また、極細繊維が、ナイロンの極細繊維を含む場合であっても、プリフォーム成形体を
製造した場合の形態安定性に優れる点から好ましい。ナイロンの極細繊維を含む不織布は
、柔軟な風合いを有する点で好ましいがプリフォーム成形したときの形態安定性に乏しく
、賦形が困難であった。本発明によれば、ナイロンの極細繊維を含む不織布を含む人工皮



(4) JP 6987155 B2 2021.12.22

10

20

30

40

50

革基体を用いた場合であっても、形態安定性に優れたプリフォーム成形体が得られる。
【００１６】
　また、本発明の他の一局面は、上述した加飾成形用シートを三次元形状に賦形したプリ
フォーム成形体である。このようなプリフォーム成形体は、形態安定性に優れるために、
インモールド成形したときに位置ずれを生じさせにくく、また、射出成形される樹脂成形
体との接着性にも優れる点から好ましい。
【００１７】
　また、本発明の他の一局面は、樹脂成形体と、樹脂成形体の表面に配された表皮層とを
備え、表皮層が上述した加飾成形用シートである加飾成形体である。
【発明の効果】
【００１８】
　人工皮革基体を含む加飾成形用シートをプリフォーム成形し、インモールド成形する場
合に、プリフォーム成形体の形態安定性、樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の位置
精度、及び樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の接着性に優れる、加飾成形用シート
、それを賦形したプリフォーム成形体、及び加飾成形体が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】図１は、実施形態の加飾成形用シートの模式断面図である。
【図２】図２は、加飾成形用シートをプリフォーム成形する工程を説明する説明図である
。
【図３】図３は、プリフォーム成形を用いてインモールド成形する工程を説明する説明図
である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明に係る加飾成形用シート、それに賦形したプリフォーム成形体、及び加飾
成形体の好ましい実施形態を説明する。
【００２１】
　図１は、本実施形態の加飾成形用シート１０の模式断面図である。図１中、１は極細繊
維を含む不織布、２は不織布に付与された高分子弾性体、３は皮革様仕上面Ｍを有する人
工皮革基体、４は、人工皮革基体３の皮革様仕上面Ｍに対する裏面に形成された塩化ビニ
ル‐酢酸ビニル共重合体を含む樹脂層である。皮革様仕上面Ｍは、例えば、不織布１の繊
維を起毛させたスエード調やヌバック調の起毛面が形成されていたり、皮革の銀面調の樹
脂層が積層された仕上げが施されている。
【００２２】
　人工皮革基体の不織布を形成する極細繊維の繊度は平均繊度０．００１～１ｄｔｅｘで
あり、０．００２～０．８ｄｔｅｘ、とくには０．００３～０．５ｄｔｅｘであることが
、成形時の延伸性に優れる点から好ましい。
【００２３】
　極細繊維を形成する樹脂は、成形時に熱軟化性を有する樹脂であれば特に限定されない
。このような樹脂の具体例としては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ），
変性ポリエチレンテレフタレート（変性ＰＥＴ），ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ
）等のポリエステル；ナイロン６，ナイロン６・６，ナイロン６・１０，ナイロン６・１
２等のナイロン；ポリプロピレン，ポリエチレン等のポリオレフィン等が挙げられる。
これらの中では、ナイロンがしなやかな風合いになる点から特に好ましい。
【００２４】
　不織布に付与される高分子弾性体は、従来から人工皮革基体に含浸付与されている高分
子弾性体であれば特に限定なく用いられる。このような高分子弾性体の具体例としては、
例えば、ポリウレタンやアクリル系弾性体が、プリフォーム成形体の賦形性や形態安定性
に優れ、また、優れた皮革様の風合いを維持する点から好ましく用いられる。
【００２５】
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　不織布に付与される高分子弾性体の含有率としては、１～５０質量％、さらには、５～
４５質量％、とくには、１０～４０質量％であることが、プリフォーム成形体の形態安定
性にとくに優れる点から好ましい。高分子弾性体の含有率が低すぎる場合には、プリフォ
ーム成形体を製造する場合に形態を維持しにくくなり、とくに、ナイロン繊維の不織布を
用いた場合には、プリフォーム成形後の形態を保持しにくくなる傾向がある。また、高分
子弾性体の含有率が高すぎる場合には、プリフォーム成形における賦形性及びインモール
ド成形における成形性が低下する傾向がある。
【００２６】
　人工皮革基体の加飾成形体の表面になる側になる皮革様仕上面Ｍには、不織布の繊維を
起毛させたスエード調やヌバック調の起毛面が形成されていたり、皮革の銀面調の樹脂層
が積層された皮革の表面に似せた仕上げが施されていたりする。人工皮革基体の皮革様仕
上面Ｍに起毛面を形成した場合には立毛人工皮革になり、銀面調の樹脂層を積層した場合
には銀付調人工皮革になる。立毛人工皮革を形成する方法としては、人工皮革基体の表面
をバフィングすることによりスエード調やヌバック調に仕上げる方法が挙げられる。バフ
ィングは、人工皮革基体の表面をサンドペーパーやブラシ等で擦り、繊維を起毛させる処
理である。また、銀付調人工皮革を形成する方法としては、人工皮革基体の表面に乾式造
面法やダイレクトコート法などの方法によりポリウレタン等の高分子弾性体を含む銀面調
の樹脂層を積層する方法が挙げられる。銀面調の樹脂層を形成する高分子弾性体としては
、従来から銀面調の樹脂層の形成に用いられているポリウレタンやアクリル系弾性体等を
用いることができる。
【００２７】
　そして、加飾成形用シートの皮革様仕上面に対する裏面には、塩化ビニル‐酢酸ビニル
共重合体を含む樹脂層が形成されている。
【００２８】
　塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体中の酢酸ビニル単位の含有率は、５～２５モル％、さ
らには、８～２０モル％であることがプリフォーム成形した場合の形態安定性，加飾成形
体を成形した場合のプリフォーム成形体の位置精度及び接着性のバランスに優れる点から
好ましい。酢酸ビニル単位の含有率が高すぎる場合には、プリフォーム成形体の形態安定
性及びプリフォーム成形体の位置精度、ウェルドライン付近の平滑性が向上しにくい傾向
がある。また、酢酸ビニル単体の含有率が低すぎる場合には、樹脂成形体に対するプリフ
ォーム成形体の接着性が向上しにくい傾向がある。なお、塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合
体中の酢酸ビニル単位の含有率は、例えば、FT-IRを用いて測定することができる。
【００２９】
　塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体のガラス転移温度（℃）としては、５０～９５℃、さ
らには６５～８５℃、とくには６８～７６℃であることが好ましい。ガラス転移温度が低
すぎる場合にはプリフォーム成形体の形態安定性，プリフォーム成形体の位置精度，接着
性及びウェルドライン付近の平滑性が向上しにくい傾向がある。また、ガラス転移温度が
高すぎる場合にはプリフォーム成形体と樹脂成形体との接着性が向上しにくい傾向がある
。
【００３０】
　塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体を含む樹脂層の、その形成面の単位面積当たりに対す
る量（樹脂目付）としては、２５～２００ｇ／ｍ2、とくには、５０～１００ｇ／ｍ2、で
あることが好ましい。樹脂目付が少なすぎる場合には、プリフォーム成形体の形態安定性
や加飾成形体を成形した場合のウェルドライン付近の平滑性が向上しにくい傾向があり、
とくに、柔軟な風合いのナイロン繊維の不織布を用いた場合には、形態安定性が向上しに
くい傾向がある。
【００３１】
　塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体を含む樹脂層は、加飾成形用シートの皮革様仕上面に
対する裏面に塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体のエマルジョンや溶液を塗布した後、乾燥
することにより形成される。
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【００３２】
　次に、本実施形態の加飾成形体の製造方法として、加飾成形用シートを射出成形に用い
る金型のキャビティに合わせた形状に予備成形したプリフォーム成形体を製造した後、金
型のキャビティにプリフォーム成形体を収容し、射出成形するインモールド成形による製
造方法を図面を参照して説明する。
【００３３】
　図２は、加飾成形用シートのプリフォーム成形体を成形するための熱プレス成形の各工
程を説明するための説明図である。図２中、１０は加飾成形用シート，２１は熱プレスの
ための雄型，２２は熱プレスのための雌型であり、２１ａは雄型２１のコア、２２ａは雌
型２２のキャビティである。また、５は、トリミング処理前のプリフォーム成形体、６は
プリフォーム成形体、７はトリミング処理された加飾成形用シート１０の不要部である。
【００３４】
　はじめに、図２（ａ）に示すように、加飾成形用シート１０を雌型２２と雄型２１との
間に配する。このとき、雌型２２と雄型２１とは加飾成形用シート１０を軟化させる所定
の温度に加熱されている。そして、図２（ｂ）に示すように、雌型２２と雄型２１とを所
定の圧力で型締めする。このとき、加飾成形用シート１０は雄型２１のコア２１ａと雌型
２２のキャビティ２２ａとの間に挟まれて賦形される。
【００３５】
　そして、図２（ｃ）に示すように、雌型２２と雄型２１とを型開きし、冷却することに
より、トリミング処理前のプリフォーム成形体５が得られる。そして、雌型２２及び雄型
２１からトリミング処理前のプリフォーム成形体５を取り出し、加飾成形用シート１０の
不要部７をトリミングすることにより、プリフォーム成形体６が得られる。
【００３６】
　なお、本実施形態においては、プリフォーム成形体を熱プレス成形により成形する例を
代表的に説明したが、プリフォーム成形体を成形する方法は熱プレス成形に限られず、真
空成形、圧空成形、真空圧空成形等のシートを立体形状に賦形できる成形方法であれば、
特に限定なく用いられる。
【００３７】
　このようにして得られたプリフォーム成形体は、インモールド成形に用いられて、樹脂
成形体の表面に一体化されて加飾成形体とされる。図３を参照して、インモールド成形に
より、プリフォーム成形体６を、射出成形される樹脂成形体８に一体化して得られる加飾
成形体２０を製造する方法について説明する。
【００３８】
　図３中、６はプリフォーム成形体，１２ａは可動側型，１２ｂは固定側型，１３は射出
成形機の射出部本体，１３ａはノズル，１３ｂはシリンダ，１３ｃはインラインスクリュ
，１４は樹脂流入口，８は樹脂成形体，８ａは溶融樹脂，２０は加飾成形体である。可動
側型１２ａと固定側型１２ｂとは一対になってキャビティｃを形成する射出成形金型１２
を構成する。なお、本実施形態においては、可動側型１２ａは射出成形金型の雌型、固定
側型１２ｂは射出成形金型の雄型である。
【００３９】
　はじめに、図３（ａ）に示すように、可動側型１２ａのキャビティを形成するための凹
部にプリフォーム成形体６を収容する。
【００４０】
　次に、図３（ｂ）に示すように、可動側型１２ａと固定側型１２ｂとを型締めする。そ
して、図３（ｃ）に示すように、可動側型１２ａと固定側型１２ｂとを型締めした状態で
形成されるキャビティｃに溶融樹脂８ａを充填する。詳しくは、射出成形機の射出部１３
を前進させ、ノズル１３ａを固定側型１２ｂに形成された樹脂流入口１４に当接させ、シ
リンダ１３ｂ内で溶融樹脂８ａをインラインスクリュ１３ｃで射出することにより、溶融
樹脂８ａが所定の充填圧でキャビティｃに充填される。
【００４１】
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　射出成形条件は、射出される樹脂の熱特性や溶融粘度、樹脂成形体の形状、および樹脂
厚みに応じて条件（樹脂温度、金型温度、射出圧力、射出速度、射出後の保持圧力、冷却
時間）が適宜設定される。
【００４２】
　成形される射出成形体の樹脂の種類はとくに限定されない。その具体例としては、例え
ば、ＡＢＳ樹脂、ＰＭＭＡ樹脂のようなアクリル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリカー
ボネート、ポリプロピレン等のポリオレフィン、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）
やポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）等のポリエステル、各種ナイロン、ＣＯＰ樹脂
等が挙げられる。
【００４３】
　また、成形される射出成形体の厚さも特に限定されず、用途や成形性に応じて適宜選択
される。例えば、家電製品の筐体に用いる場合には、０．３～２ｍｍ、さらには０．５～
１．５ｍｍが好ましい範囲として選ばれる。
【００４４】
　そして、冷却工程において、可動側型１２ａと固定側型１２ｂとが型締めした状態で形
成されるキャビティｃ内で成形された樹脂成形体８と樹脂成形体８に積層されたプリフォ
ーム成形体６とが一体化された積層体を所定の時間冷却した後、図３（ｄ）に示すように
、可動側型１２ａと固定側型１２ｂとを型開きして、成形された樹脂成形体８と樹脂成形
体８に積層された加飾成形用シートのプリフォーム成形体６とが一体化された加飾成形体
２０が取り出される。
【実施例】
【００４５】
　次に、本発明を実施例によりさらに具体的に説明する。なお、本発明の範囲は実施例に
より何ら限定されるものではない。
【００４６】
［実施例１］
　６ナイロン（Ｎｙ）５０質量部（島成分）と高流動性低密度ポリエチレン（海成分）５
０質量部をチップブレンドし、混合溶融紡糸することにより海島型複合繊維を製造した。
そして、海島型複合繊維を７０℃の熱水中で２．５倍に延伸し、延伸された海島型複合繊
維に繊維油剤を付与し、機械捲縮をかけ、さらに乾燥した後、５１ｍｍにカットして４ｄ
ｔｅｘのステープル繊維を得た。このステープル繊維を用いて目付６００ｇ／ｍ2のウェ
ッブを形成し、ついで両面から交互に合わせて約５００パンチ／ｃｍ2のニードルパンチ
ングを行い、さらに１２０℃に加熱し、カレンダーロールでプレスすることで表面の平滑
な絡合不織布を作成した。この絡合不織布に、ポリテトラメチレンエーテル系ポリウレタ
ンジメチルホルムアミド溶液（濃度１３％）を含浸し、ＤＭＦ／水＝１５／８５の混合液
の中に浸してポリウレタンを多孔質状に湿式凝固した後、熱トルエン中で海島型複合繊維
中の海成分を溶出除去することにより、繊度０．００４ｄｔｅｘの極細繊維を発生させた
。このようにして、厚さ１．４ｍｍの人工皮革基体を得た。
【００４７】
　厚さ１．４ｍｍの人工皮革基体を半裁し、スライス面をバフィングすることにより厚み
調整し、さらに反スライス面をバフィングしてスエード調の起毛面を形成することにより
、ポリウレタン含有率４０質量％、目付２２１ｇ／ｍ2、見掛け密度０．３６８ｇ／ｃｍ3

、厚さ０．６０ｍｍのスエード調人工皮革を得た。
【００４８】
　そして、スエード調人工皮革のスエード調の起毛面に対する裏面に、表１に示すような
共重合比及び特性の塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体のエマルジョンをグラビアコーティ
ングし、乾燥することにより、樹脂目付９９ｇ／ｍ2の塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体
の樹脂層を形成した。このようにして平均繊度０．００４ｄｔｅｘの極細繊維を含む不織
布と、４０質量％のポリウレタンとを含むスエード調人工皮革と、起毛面に対する裏面に
形成された塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体を含む樹脂層と、を備える加飾成形用シート
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が得られた。得られた加飾成形用シートは、目付３２０ｇ／ｍ2、見掛け密度０．５１６
ｇ／ｃｍ3、厚さ０．６２ｍｍであった。
【００４９】
　そして、加飾成形用シートを型温１００℃、プレス圧力１００ｋｇ/ｃｍ2で、後述する
射出成形金型に対応する形状に賦形するためのプレス金型を用いて熱プレス成形を行うこ
とにより、プリフォーム成形体を成形した。そして、プリフォーム成形体の形態安定性を
以下の基準に沿って判定した。
【００５０】
（形態安定性）
　得られたプリフォーム成形体の高さ保持率を算出し、また、外観を目視し、以下の基準
で判定した。
Ａ：高さ保持率が９５％以上であり、角の賦形も良好であった。
Ｂ：高さ保持率が９０～９５％であり、角の賦形も良好であった。
Ｃ：高さ保持率が８０～９０％であり、角の賦形がやや不明確であった。
Ｄ：高さ保持率が５０～８０％であり、角の賦形が不明確であった。
Ｅ：高さ保持率が０～５０％であり、角の賦形の痕が残っただけであった。
【００５１】
　次に、得られたプリフォーム成形体を用いてインモールド成形を行った。具体的には、
電動式射出成形機（住友重機械工業（株）製のＳＥ－１００）に搭載された、射出成形金
型の可動側型と固定側型とを型開きした状態で、可動側型のキャビティを形成する凹部に
プリフォーム成形体を配置した。そして、可動側型と固定側型とを型締めした。なお、射
出成形金型は、キャビティ形状が、厚さ１．６ｍｍ、縦１００ｍｍ、横１５０ｍｍ、高さ
５．０ｍｍの一面が開放された箱状であり、２点ゲートで中央部にウェルドラインが形成
される金型であった。
【００５２】
　そして、樹脂温度２３０℃、金型温度４０℃の条件で、ＡＢＳ樹脂を射出してキャビテ
ィ内に充填した。そして、充填後、冷却した後、型開きした。このようにして、ＡＢＳ樹
脂の樹脂成形体の表面にプリフォーム成形体が一体化された加飾成形体を得た。
【００５３】
　そして、得られた加飾成形体について、樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の位置
精度、プリフォーム成形体表面のウェルドライン付近の平滑性、及び樹脂成形体に対する
プリフォーム成形体の接着性を以下の基準に沿って評価した。
【００５４】
（樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の位置精度）
　加飾成形体のプリフォーム成形体と樹脂成形体との位置ずれを目視により観察し、以下
の基準で判定した。
Ａ：樹脂成形体の目的とする領域に対してプリフォーム成形体が０．２ｍｍ以内のずれで
正確に配されていた。
Ｂ：樹脂成形体の目的とする領域に対してプリフォーム成形体が０．２～０．５ｍｍで位
置ずれして配されていた。
Ｃ：樹脂成形体の目的とする領域に対してプリフォーム成形体が０．５ｍｍ超の位置ずれ
して配されていた。
【００５５】
（ウェルドライン付近の平滑性）
　加飾成形体のプリフォーム成形体表面の樹脂成形体のウェルドラインが形成される付近
を目視し、以下の基準で判定した。
Ａ：プリフォーム成形体の表面が平滑であり、ウェルドライン痕は全くなかった。
Ｂ：プリフォーム成形体の表面が平滑であったが、ウェルドライン痕が１ｃｍ以下である
ことが確認された。
Ｃ：プリフォーム成形体の表面が平滑でなく、ウェルドライン痕が１ｃｍ以上であること
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【００５６】
（樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の接着性）
　加飾成形体における樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の接着強力を引張試験機（
テンシロン　オリエンテック（株））を用いて次のように評価した。具体的には、幅２５
ｍｍ×長さ１００ｍｍに加飾成形体を切り出した試験片を作成した。そして、試験片の加
飾成形体の樹脂成形体とプリフォーム成形体とを端部から長さ４０ｍｍ程度を層間剥離の
ようにして剥離した。そして、それぞれの端部を、初期間隔５０ｍｍに設定した引張試験
機の上下それぞれのチャックに挟んで、引張速度１００ｍｍ／分で引張試験を行って引張
時間－剥離強力の曲線を得た。そして、得られた曲線から最大値と最小値の各5点を抽出
して平均値を接着強力とした。３本のサンプルの平均値を求め、次のようにしてクラス分
けした。
【００５７】
Ａ：４Kg/cm以上
Ｂ：３～４Kg/cm
Ｃ：２～３Kg/cm
Ｄ：１～２Kg/cm
Ｅ：０～１Kg/cm
【００５８】
　結果を下記表１に示す。
【００５９】
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【表１】

【００６０】
［実施例２～４］
　塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体の樹脂層における、塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体
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の共重合比、または樹脂目付を表１に示したように変更した以外は実施例１と同様にして
加飾成形用シート及び加飾成形体を製造し、評価した。結果を表１に示す。
【００６１】
［実施例５］
　実施例１で得られた人工皮革基体を半裁し、スライス面をバフィングし厚み調整したの
ち、反スライス面をバフィングして起毛した面に乾式造面法によりポリウレタンの銀面調
の樹脂層を接着することにより積層して銀付調人工皮革を得た。実施例１において、スエ
ード調人工皮革の代わりに銀付調人工皮革を用いた以外は実施例１と同様にして加飾成形
用シート及び加飾成形体を製造し、評価した。結果を表１に示す。
【００６２】
［実施例６］
　ナイロン６・１２（Ｎｙ６・１２）６０質量部（島成分）と高流動性低密度ポリエチレ
ン（海成分）４０質量部からなる海島型複合繊維を溶融紡糸法により調製した。そして、
海島型複合繊維を７０℃の熱水中で２．５倍に延伸し、延伸された海島型複合繊維に繊維
油剤を付与し、機械捲縮をかけ、さらに乾燥した後、５１ｍｍにカットすることにより４
ｄｔｅｘのステープル繊維を得た。このステープル繊維を用いて目付６００ｇ／ｍ2のウ
ェッブを形成し、ついで両面から交互に合わせて約１５００パンチ／ｃｍ2のニードルパ
ンチングを行い、面積収縮率を２０％にし、さらに１２０℃に加熱し、カレンダーロール
でプレスすることにより表面の平滑な絡合不織布を作成した。この絡合不織布に、ポリテ
トラメチレンエーテル系ポリウレタンジメチルホルムアミド溶液（濃度１３％）を含浸し
、熱トルエン中で海島型複合複合繊維中の海成分を溶出除去して繊度０．００４ｄｔｅｘ
の極細繊維を発生させた。このようにして、厚さ１．４ｍｍの人工皮革基体を得た。実施
例１において、上記人工皮革基体を用いた以外は実施例１と同様にして加飾成形用シート
及び加飾成形体を製造し、評価した。結果を表１に示す。
【００６３】
［実施例７～１０］
塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体の樹脂層における、塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体の
共重合比、または樹脂目付を表１に示したように変更した以外は実施例１と同様にして加
飾成形用シート及び加飾成形体を製造し、評価した。結果を表１に示す。
【００６４】
［比較例１］
　塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体の樹脂層を形成しなかった以外は実施例１と同様にし
て加飾成形用シート及び加飾成形体を製造し、評価した。結果を表１に示す。
【００６５】
［比較例２］
　塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体の樹脂層の代わりに、酢酸ビニル単独重合体の樹脂層
を形成した以外は実施例１と同様にして加飾成形用シート及び加飾成形体を製造し、評価
した。結果を表１に示す。
【００６６】
［比較例３］
　塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体の樹脂層を形成しなかった以外は実施例５と同様にし
て加飾成形用シート及び加飾成形体を製造し、評価した。結果を表１に示す。
【００６７】
［比較例４］
　塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体の樹脂層の代わりに、塩化ビニル単独重合体の樹脂層
を形成した以外は実施例５と同様にして加飾成形用シート及び加飾成形体を製造し、評価
した。結果を表１に示す。
【００６８】
［比較例５］
　実施例６の人工皮革基体の製造において、ポリウレタンを含浸付与する工程を省略した
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以外は実施例１と同様にして加飾成形用シート及び加飾成形体を製造し、評価した。結果
を表１に示す。
【００６９】
　表１に示すように、実施例１～１０のナイロンの極細繊維の不織布を含む人工皮革基体
を加飾成形用シートとして用いた場合、プリフォーム成形体の形態安定性が何れもＣ以上
であった。一方、塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体の樹脂層を形成しなかった比較例１及
び比較例３の場合、プリフォーム成形体の形態安定性がＥであった。また、塩化ビニル‐
酢酸ビニル共重合体の樹脂層の代わりに酢酸ビニル単独重合体の樹脂層を形成した比較例
２の場合は、形態安定性がＤであった。また、塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体の樹脂層
の代わりに塩化ビニル単独重合体の樹脂層を形成した比較例４の場合は、形態安定性はＣ
であったが、接着性がＤであった。また、不織布にポリウレタンを含浸しなかった加飾成
形用シートを用いた比較例５の場合も、形態安定性はＣであったが、ウェルドライン付近
の平滑性及び接着性がＣであった。
【００７０】
［実施例１１］
　海成分の熱可塑性樹脂としてエチレン変性ポリビニルアルコール、島成分の熱可塑性樹
脂として変性ＰＥＴ（イソフタル酸単位の含有割合６．０モル％のイソフタル酸変性ポリ
エチレンテレフタレート）を含む、海島型複合繊維の絡合不織布を製造した。そして、海
島型複合繊維の絡合不織布にポリカーボネート／エーテル系ポリウレタンのエマルジョン
を含浸させた後、加熱乾燥することによりポリウレタンが含浸付与された海島型複合繊維
の絡合不織布を得た。
【００７１】
　そして、ポリウレタンが含浸付与された海島型複合繊維の絡合不織布を９０℃の熱水中
に２０分間浸漬して海成分を抽出除去し、乾燥することにより１２質量％のポリウレタン
と平均繊度０．０８ｄｔｅｘの極細繊維の不織布とを含む、１．４ｍｍの人工皮革基体が
得られた。厚さ１．４ｍｍの人工皮革基体を半裁し、スライス面をバフィングすることに
より厚み調整し、さらに反スライス面をバフィングすることによりスエード調の起毛面を
有する、ポリウレタン含有率１２質量％、目付２５３ｇ／ｍ2、見掛け密度０．４９６ｇ
／ｃｍ3、厚さ０．５１ｍｍのスエード調人工皮革を得た。
【００７２】
　そして、スエード調人工皮革のスエード調の起毛面に対する裏面に、表２に示すような
共重合比及び特性の塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体のエマルジョンをグラビアコーティ
ングし、乾燥することにより、樹脂目付５０ｇ／ｍ2の塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体
の樹脂層を形成した。このようにして平均繊度０．０８ｄｔｅｘの変性ＰＥＴの極細繊維
を含む不織布と、１２質量％のポリウレタンとを含むスエード調人工皮革と、起毛面に対
する裏面に形成された塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体を含む樹脂層と、を備える加飾成
形用シートが得られた。得られた加飾成形用シートは、目付３０３ｇ／ｍ2、見掛け密度
０．５４１ｇ／ｃｍ3、厚さ０．５６ｍｍであった。
【００７３】
　そして、加飾成形用シートを型温１００℃、プレス圧力１００ｋｇ/ｃｍ2で、実施例１
と同様の射出成形金型に対応する形状に賦形するためのプレス金型を用いて熱プレス成形
を行うことにより、プリフォーム成形体を成形し、実施例１と同様に形態安定性を評価し
た。
【００７４】
　そして、得られたプリフォーム成形体を用いて実施例１と同様にインモールド成形を行
ってＡＢＳ樹脂の樹脂成形体の表面にプリフォーム成形体が一体化された加飾成形体を得
た。
【００７５】
　そして、得られた加飾成形体について、実施例１と同様にして評価した。結果を下記表
２に示す。
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【００７６】
【表２】

【００７７】
［実施例１２］
　実施例１１で得られた人工皮革基体を半裁し、スライス面をバフィングして厚み調整し
たのち、反スライス面をバフィングしてスエード調に起毛した面に乾式造面法によりポリ
ウレタンの銀面調の樹脂層を接着して積層することにより銀付調人工皮革を得た。実施例
１１において、スエード調人工皮革の代わりに銀付調人工皮革を用いた以外は実施例１１
と同様にして加飾成形用シート及び加飾成形体を製造し、評価した。結果を表２に示す。
【００７８】
［実施例１３～１６］
　塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体の樹脂層における、塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体
の共重合比、または樹脂目付を表２に示したように変更した以外は実施例１１と同様にし
て加飾成形用シート及び加飾成形体を製造し、評価した。結果を表２に示す。
【００７９】
［比較例６］
　実施例１１の人工皮革基体の製造において、ポリウレタンを含浸付与する工程を省略し
、また、厚さを変更した以外は実施例１１と同様にして加飾成形用シート及び加飾成形体
を製造し、評価した。結果を表２に示す。
【００８０】
［比較例７］
　実施例１１の人工皮革基体の製造において、ポリウレタンを含浸付与する工程を省略し
、また、厚さを変更し、さらに、塩化ビニル‐酢酸ビニル共重合体の樹脂層を形成しなか
った以外は実施例１１と同様にして加飾成形用シート及び加飾成形体を製造し、評価した
。結果を表２に示す。
【００８１】
　表２に示すように、実施例１１～１６の変性ＰＥＴの極細繊維の不織布を含む人工皮革
基体を加飾成形用シートとして用いた場合、プリフォーム成形体の形態安定性がＣ以上で
あり樹脂成形体に対するプリフォーム成形体の接着性もＣ以上であった。一方、不織布に
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ポリウレタンを含浸しなかった加飾成形用シートを用いた比較例６の場合、形態安定性、
位置精度、平滑性の何れも実施例１１よりも劣っていた。また、塩化ビニル‐酢酸ビニル
共重合体の樹脂層を形成しなかった比較例７の場合、とくに接着性評価項目がＥであり、
実施例１１に比べて著しく劣っていた。
【産業上の利用可能性】
【００８２】
　本発明の加飾成形用シート及び加飾成形体は、携帯電話，モバイル機器，家電製品の筐
体や、車両，航空機等の内装部品、建材、家具等の外装部材である成形品の表面を皮革様
に加飾する用途に好ましく用いられうる。
【符号の説明】
【００８３】
１　不織布
２　高分子弾性体
３　人工皮革基体
６　プリフォーム成形体
７　不要部
８　樹脂成形体
１０　加飾成形用シート
２０　加飾成形体

【図１】 【図２】
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